
令和４年度事業報告 

 
Ⅰ．はじめに 

  佐賀法人会は、法人会の原点である「税」に関する事業に軸足を置き、税知識の普

及、納税意識の高揚に努め、税制・税務に関する提言を行い、適正・公平な申告納税

制度の維持・発展に寄与すると共に、地域企業と地域社会の健全な発展に貢献するこ

とを目的とした事業を行ってきた。 

公益事業については、税務当局や九州北部税理士会の協力により税に関する研修会

の開催、又、青年部会と女性部会が中心となり租税教室の開催及び税に関する絵はが

きコンク－ルの実施など将来を担う子供達が「税の大切さ」や「税の果たす役割」を

学習する租税教育の推進を行った。 

また、チャリティ－バザ－の開催やアルモニア管弦楽団員による演奏会、及びＪＲ

佐賀駅「旅の図書館」へ古本の寄贈など、地域社会への貢献活動は例年同様実施した

が、地域行事において行う税金クイズ大会は、コロナ感染症の拡大により中止した。 

このような事業活動により公益目的事業比率は６４．５％となり基準を達成するこ 

とができた。 

詳細については以下の通りである。 

 
Ⅱ．事業報告 

１．税制、税務に関する調査研究並びに提言、税知識の普及と納税意識の高揚を目的と 

 する事業 （公１） 

 （１）税制、税務に関する調査研究並びに提言事業 

   ①令和５年度税制改正の提言活動 
     全法連が作成した税制改正提言に関するアンケ―トを実施して役員と税制委 
    員の２０名から得た回答を集約して、佐賀法人会の「令和５年度税制改正の提 
    言事項」を纏め、県連税制委員会を経て全法連へ提出した。提言書は全法連の理 
    事会の承認を受け、１０月３日の日本経済新聞に提言の概要を盛り込んだ意見広

告が掲載された。 
     全法連は政府、各政党へ提言を行い、当会は、地元選出の国会議員、知事、県

議会議長及び佐賀・多久・小城市の市長、各市議会議長へ１１月２９日に提言活

動を行った。 
 
 （２）税知識の普及と納税意識の高揚を目的とする事業 

   ①税知識の普及 

   Ａ 税の啓発用冊子「タックスフント」を租税教室に参加した小学６年生全員に 

     配付した。配賦冊数 ２７０冊 



 

   Ｂ 地域行事において行う税金クイズ大会 

 「田舎と都市のふれあい祭り」クイズ大会（三瀬小グランド） 

      三瀬支部は毎年「田舎と都市のふれあい祭り」のイベントとして「税金クイ

ズ大会」を実施しているが、本年度はコロナ感染症による開催規模縮小により

参加を見送った。 
 Ｃ 租税教室 

     青年部会は、次世代を担う子供たちに税金の使われ方や大切さを知ってもらう

ため、小学６年生を対象に租税教室を開催した。 
・５月１８日 循誘小学校 ６３名 ・５月３１日 西与賀小学校  ５８名 
・５月２０日 巨勢小学校 ４５名 ・６月 ８日  若楠小学校  ５６名 
・５月２３日 諸富南小学校４８名   

   Ｄ 税に関する絵はがきコンク―ル 
     女性部会は、租税教室で学んだ税金の使われ方や大切さを絵や文字で絵はがき 
    に描いてもらう「税に関する絵はがきコンク―ル」を実施した。東原庠舎西渓校

長先生（美術専門）を審査員に迎え、会長賞１点、佐賀税務署長賞１点、青年部

会長賞７点、女性部会長賞７点、入賞５４点の優秀作品を選び、入賞以上の入選

者には図書券、応募者全員に参加賞、学校に記念品を贈呈した。応募者の入賞作

品は佐賀税務署及び佐賀銀行本店営業部１階ロビ―に展示した。 
    ・循誘小学校  応募者 ５８名 ・西与賀小学校  応募者   ５５名 
    ・巨勢小学校  〃   ３８名 ・若楠小学校   〃     ５３名 
    ・諸富南小学校 〃   ３９名 ・神野小学校  〃     １２５名 

・勧興小学校      ６０名 
    ＊神野、勧興小学校は絵はがきのみ参加 
   ②納税意識の高揚 
   Ａ 税務研修会の開催 
    ア 決算事務説明会 
      実務的な面から税についての知識を深めるため、決算月を迎えた法人を対象 
     に実施し、講師は佐賀税務署法人課税担当官が行った。 
     ・  ５月１７日  ５９名（一般企業参加０社） 

・   ９月 ８日  ３５名（   〃  ０社） 
・ １１月１７日  １２名（   〃  ０社） 
・   １月２７日  ６４名（   〃  ０社） 

    イ 新設法人説明会 
      管内に新たに設立された全法人を対象に法人消費税の概要、源泉徴収義務、 
     印紙税，消費税等についての説明を佐賀税務署の各担当官が行い、当会が法人 
     会への入会勧奨を行った。 
     １０月１７日 新設法人２１社（うち一般２５名） 



 

    ウ 税を考える週間行事 
      １１月１１日～１７日間の「税を考える週間」行事として、合同研修会を開

催した。 
     ・青年部会・女性部会合同研修会（講師 佐賀税務署長） 
      １１月１４日 参加者４０名 （うち一般参加０名） 

・税を考える週間講演会（講師 岸 博幸） 
１２月１日  参加者１０７名 （うち一般参加１２名） 

    エ  支部合同研修会 
       １０月から始まるインボイス制度について、「インボイス制度の概要と対

応のポイント」のテ―マで税理士による全支部合同研修会を開催した。 
      ９月７日 参加者６２名（一般０）  
 
   Ｂ 広報誌（税の広報に係わる分に限る）発行事業 
      広報誌「ほうじん佐賀」は、税務署の広報を主とする「税のペ―ジ」をはじ 
     め社会貢献活動や研修活動など税の普及や高揚を目的とする事業を掲載して 
     いる。年間３回、各３，０００部を発行し、会員始め管内４３公民館（各１０

部）、佐賀税務署（１００部）、税理士会佐賀支部（１００部）、及び金融機関

（佐賀銀行本支店・出張所各５部、佐賀信用金庫本支店各５部、佐賀共栄銀行

本支店各５部）を配付した。 
   Ｃ 「ｅ－Ｔａｘ」の普及推進 
    ア 広報誌「ほうじん佐賀」に「ｅ－Ｔａｘ」広告を掲載。 
    イ 決算事務説明会で国税庁作成の「ｅ－Ｔａｘ」チラシを参加者１７０名に配 

付。 
   Ｄ 佐賀県納税貯蓄組合連合会が「中学生の税についての作文募集」事業で応募し 
     た全中学校にサッカ―ボ―ルを寄贈する資金として１０万円を寄贈した。 
 

2．地域社会への貢献並びに地域企業の健全な発展を目的とする事業 （公２） 
（１）地域社会への貢献事業 

①アルモニア管弦楽団演奏会を実施 

     管内の小・中学校の児童・生徒を対象に、１０名余で編成したアルモニア管弦

楽団による約１時間の演奏会を開催した。演奏会の前には佐賀税務署より税金の

話を１０分間行っている。 

・ ７ 月  ７日  春日北小学校    ９：３０～  生徒数   ５４０名 

・１１月  ４日    巨勢小学校    ９：３０～  生徒数   ３３０名 

・１１月１８日 東原庠舎西渓校   １３：３０～  生徒数   ２５４名 

 

②チャリティ―バザ― 



 

     会員企業から寄贈されたバザ―品を販売し、収益金は社会福祉事業へ寄付する

チャリティ―バサ―を３年ぶりに開催した。商品は６４社から１，０８１点が提

供された。 
・１１月１３日 売上金３００，５００円（会場 牛津ショッピングプラザセリ 
オ）バザ―売上金の累計額は７２５万３，９９６円となった。 

・１２月９日児童養護施設「佐賀清光園」へ収益金３００，５００円を寄付した。  
   ③ＪＲ佐賀駅「旅の図書館」へ古本の寄贈 

     ＪＲ利用者が自由に借りることができるＪＲ佐賀駅の「旅の図書館」へ、会員

企業やその家族から寄せられた古本を寄贈した。今年度も佐賀税務署等の団体か

らも集めて頂きました。又、古本を直接佐賀駅へ持参するなど会員外から善意の

寄贈も増えている。 

今年度は６００冊を１２月９日に青年部会長・女性部会長が佐賀駅長に手渡し

た。これまで贈呈した古本は累計で２１，４００冊となった。 
    ④新作カレンダ―バザ―展 

     佐賀県連が佐賀県赤い羽根共同募金会に協力して行う「新作カレンダ―バザ― 

    展」に会員企業やその家族、一般から提供された新作カレンダ―・ダイアリ―を

佐賀法人会からは２５社、７３５点を共同募金会に寄贈した。 

    ⑤講演会・セミナ―の開催   
     地域の一般市民に文化・芸術等の鑑賞機会や政治経済情勢の認識機会を提供す

る目的の講演会・セミナ―を４回開催、参加者は４，１５０名（うち一般参加３,
９５０名）となった。 

     講演会等の開催はホ―ムペ―ジ、新聞広告等に予告掲載して広く参加を呼びか

けた。佐賀法人会のＨＰにオンデマンド（インタ―ネットセミナ―）を掲載して

いるが、毎月平均１４８件のログインがあっている。 
 
（２）地域企業の健全な発展を目的とする事業   

     ①新社会人研修 
      中小企業を支える人材育成事業として「新社会人研修」を開催し、研修イン 
     ストラクタ―の指導によるグル―プ学習、ビジネスマナ―等を研修した。 

・４月１３日   参加者３１名（一般 ０名） 
・４月１４日    参加者３１名（一般 ０名） 
・４月１５日    参加者２９名（一般 ０名）        

②簿記スク―ル 
      申告納税制度の推進は正しい記帳や経理ができる人材を育てることを目的と

しており、１日間の「簿記スク―ル」を開催した。 
９月２７日  参加者１８名（うち一般０名）（講師 佐賀商業高校教諭） 

     ③パソコン講座 



 

      企業経営者及び役職員を対象に、実務に合ったパソコン操作の習得と「e-Tax」 
     の普及の前段としてのパソコン研修を目的として専門講師による講座を開催し

た。 
・エクセル 2019 活用コ―ス ９月（１３～１６日） 参加者１２名（一般０） 
 

３．会員のための福利厚生事業 （他１）  

    会員企業の福利厚生制度を支援する保険事業の推進並びに企業保全を目的とした制 
   度普及のため、厚生委員会推進会議を１回開催し、紹介運動の実施及び事業計画の徹底 
   を図った。また、年３回発行の広報誌には受託３社の広告を毎回掲載し、受託会社の依 
   頼に応じて制度商品のチラシ・パンフレットを広報誌発送とともに郵送した。 
   主な会員向けの福利厚生制度と実績は以下のとおり。 

 （１）経営者大型保障制度の普及推進 

    経営者や従業員の病気・事故による死亡・高度障害・入院等を国内外を問わず保 

   障する大同生命保険㈱・ＡＩＧ損害保険㈱の保険制度。 

    令和５年３月末の加入数は５８６件で、前年比６件の減少となった。 

 （２）ビジネスガ―ドの普及推進 

    「ハイパ―任意労災」（政府労災保険の上乗せ保険）、「ＳＴＡＲｓ」（事業総合賠 

   償責任保険）、「プロパティ―ガ―ド」（災害補償企業財産保険）及び平成２５年度

から取り扱いを開始した「ビジネスガ－ドＡＵＴＯ」（自動車保険）からなるＡＩ

Ｇ損害保険㈱の保険制度。 

    令和５年３月末の加入数は４７５件で、前年比３２件の増加となった。 

 （３）がん保険制度・医療保険制度の普及推進 

    経営者・従業員の「がん保険Ｄａｙｓ」、医療保険「新ＥＶＥＲ」等、アフラッ 

   ク生命保険（株）の保険制度。 

    がん及び医療保険制度の令和５年３月末の加入数は合計で５８４件、前年比２８

件の減少となった。 

    以上の福利厚生制度の令和４年４月から令和５年３月までの受託会社３社に加

入する佐賀法人会会員制度保険年間保険料収入は、前年比１０２．３％となり、金

額では２４，２７６千円の増収となった。 

 （４）「貸倒保証制度」（取引信用保険）の普及推進 

    「貸倒保証制度」は佐賀県連と三井住友海上火災保険㈱が提携した法人会専用の

緊急保証が得られる損害保険であり、会員企業の支援に繋がる制度として推進して

おり、３月末現在契約企業は１先である。 

    

４．会員支援のための親睦・交流等に関する事業 （他２） 

（１）会員親睦事業 

    ①「会員の夕べ」 



 

     会員間の親睦を図るため「会員の夕べ」を規模縮小して３年ぶりに開催し、ジ

ャズ演奏会、税金クイズ大会を開催した。 
２月１７日 参加者４０名（うち一般０名） 

    ②全体役員協議会 
     当会役員、委員会委員、青年・女性部会役員並びに支部役員等が年度中の活動、 
     重点施策等について意見交換し、目標実現への意思統一を図るために例年開催し

ているが、コロナ感染症拡大に伴い中止した。 
③ 県連女性部会講演会への参加 

      佐賀県連女性部会連絡協議会が主催する講演会に女性部会役員を中心に１８

名が参加した。医療・介護の話を熱心に聴講した 
      ２月８日 参加者１８名 

④ 女性部会視察研修会 
      企業視察先の訪問及び経営者との面談などで視野を広めるために実施してい

るが、コロナ感染症の拡大に伴い中止した。 
⑤ 青年部会・女性部会交流会 

      「税を考える週間」の行事として、青年部会、女性部会が合同で講演会を開催

して相互の親睦を図った。 

１１月１４日 参加者４０名 （うち一般参加０名） 
（２）会員増強策事業 

   ①支部役員会の開催 
    支部役員による会員増強会議を年１回開催している。 
    会員増強運動は支部毎の目標を設定して加入促進を図り、目標を達成した支部及

び個人を表彰している。 

    支部役員会の開催 

    ・１０月４日 勧興支部 役員９名 

・１０月４日 城北支部  役員７名 

・１０月１１日 赤松・循誘支部（合同）             役員８名 

・１０月１１日 昭栄・神野・城西・鍋島支部（合同） 役員１１名 

・１０月１４日 城東・城南支部（合同）             役員５名 

・１０月１７日 牛津・久保田支部（合同）           役員５名 

・１０月１９日 多久支部                           役員９名 

・１０月２１日 川副支部                           役員５名 

・１０月２８日 富士・大和・三瀬支部（合同）       役員３名 

・１０月２８日 小城支部                           役員８名 

・１１月 ７日 赤松支部（２回目）                 役員６名 

・１２月 ７日 勧興支部（２回目）                 役員９名 

    各支部で役員会を開催し、情報交換や会員勧奨の進捗状況チェック等を行った。 



 

   ②会員増強運動 

      ９月から１２月末までの４ヵ月間、６０社を入会目標として会員増強運動を展

開した。期間中の純増は３２社であった。今年度の支部別勧奨結果は、赤松支部

１１社、川副支部が６社の他、勧興、富士、多久、小城、神野、城東の８支部が

目標を達成した。勧興支部は１２年連続の目標達成となった。      

③年間の会員数                                                     

      年間では６４社の入会、退会４８社で前年比１６社の増加。令和５年３月末の

会員数は２,１６１社となり加入率は４５.３％となった。 

    ④表彰事業 
      年間会員増強功労者として団体部門では赤松、川副、勧興、昭栄支部の４支部

が該当する。個人部門では３名が表彰されることになった。 
 
５．その他の事業 
（１）総会・諸会議の開催 

     Ａ 定時総会・定時大会の開催 

       ・５月２６日 第１１回公益社団法人佐賀法人会定時総会 

       ・６月１３日 第４１回青年部会定時大会 

・６月２２日 第２９回女性部会定時大会    

     Ｂ 諸会議の開催 

       正副会長会議１回、理事会３回、総務委員会２回、会員拡大会議１回、税制委

員会１回、厚生委員会１回、事業研修委員会３回、広報委員会３回、組織委員

会１回，青年部会役員会３回、女性部会役員会２回  

（２）全法連全国大会、九北連総会、県連総会等への参加 

・４月２１日  九北連青年部会租税教育研修会  参加者９名 

・６月２０日  佐賀県連定時総会       参加者１０名 

・８月２６日  九北連定時総会         参加者４名 

・４月１４日  全国女性フォーラム静岡大会   参加者２名 

・１１月２６日  全国青年の集い沖縄大会    参加者１５名 

（３）九北連、県連等会議への出席 

    ・県連会議９回、担当役員又は委員長が出席 

    ・九北連青連協定時連絡協議会２回、九北連女連協定時連絡協議会１回、役員出席 

 

Ⅲ．会務の運営 

 １．事務局運営 

  ①公益法人として事業の健全かつ円滑な運営ができるよう事務局として積極的に提

案・助言を行った。 

  ②会員に有益な情報の収集に努め、随時ＨＰや会報誌等に開示した。 



 

  ③全法連事務局研修、佐賀県連主催の研修等に積極的に参加し、他会との意見交換

を行い、一層の業務の合理化・効率化に取り組んだ。 


